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環境に配慮した製品の提供

基地局用パワーアンプデバイス
当社グループは、化合物半導体の特長を活かし、高速大容量通
信を低消費電力で実現できるデバイス製品を開発・提供すること
を通して、データセンターや通信インフラのエネルギー効率改善
に貢献しています。
例えば、当社のGaN製パワーアンプデバイスは、高速、低消費
電力の特長をご評価いただき、携帯電話インフラの基地局で
幅広く採用されています。
2024年度に当社が出荷した同デバイスの消費電力削減効果は、
従来のシリコン（Si）系デバイス対比で619GWh/年と推定され、
温室効果ガスに換算すると、262千t-CO2/年に相当します。
今後も、さらなる高効率化を目指した開発に挑み、エネルギー
効率に優れた通信インフラの構築に貢献して参ります。
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近年、生成AIの技術の目覚ましい進化と市場の急速な拡大が進み、企業活動や社会生活に
おいて、不可欠なインフラとして定着しつつあります。当社においても、生成AI技術は、開発、
設計、生産といった様々な業務の質とスピードを向上させ、お客様に最適なソリューションを
迅速に提供するうえで、重要な役割を果たしています。今後も、世界中に新たなビジネスや
イノベーションを生み出す原動力として、その市場は拡大を続けるものと確信しています。

当社は、化合物半導体を材料とする光通信用デバイスの提供を通して、生成AI市場の発展
に貢献しています。2024年度は、当該市場の伸長を背景に、データセンターで取り扱われるデータ量が急増し、データセンター
内部、および、データセンター間の通信に使用されるレーザーダイオード製品の需要が大幅に拡大しました。当社は、予てより推進
していた同市場向けの製品開発を加速するとともに、生産設備の増強と抜本的な生産性改善に注力し、市場の期待に応えました。

データセンターの運用に必要となる大量の電力は、地球環境にとって大きな負荷となることが懸念されています。当社は、
少ない消費電力で大量のデータを送信できる高効率な製品を開発し、リリースしました。今後も、無線用デバイスによる省電力化
貢献と合わせて、蓄積した技術を駆使し、さらなる効率化を実現できる製品の開発を進め、地球環境負荷を低減する取り組みを
続けてまいります。

生産工程においてもエネルギー効率の改善に継続的に取り組んでいます。2024年度は、ウエハ１枚から生産されるレーザ
ダイオードチップの数量を増やすため、ウエハサイズを拡大した新たな生産ラインの稼働を本格化させました。生産工程における
品質のばらつきの抑制にも成功し、旺盛な需要に応えると同時に、効率的なエネルギー利用を実現しました。引き続き、生産性の
向上に努めるとともに、再生可能エネルギーの利用も計画的に拡大し、温室効果ガス排出量削減目標の達成を目指してまいります。

当社は「持続可能な環境負荷の少ない社会を構築していくことが重要である」との認識のもと、地球的視野に立った
環境保全活動を継続的 かつ 着実に推進しながら、最小の消費電力で、最大のデータ伝送を可能にする化合物半導体
デバイスの提供により、デジタル社会およびカーボンニュートラルの実現を支え、社会に貢献する。

当社の横浜本社、山梨事業所、および、製造子会社であるSPEC社（中国）、SEDV社（ベトナム）のそれぞれにおいて、
環境マネジメントシステムを構築し、ISO14001の認証を取得しています。

環境活動方針

環境マネジメントシステム認証取得状況

代表取締役社長
住友電工デバイス・イノベーション株式会社

岩舘  弘剛

活動指針
地球温暖化防止への対応を進める。
省資源、リサイクルを進める。
環境汚染予防、環境保護を進める。
環境に配慮した製品の提供を拡大し、顧客要求への対応を進める。
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認証対象範囲 登録年月日 有効期限

住友電工デバイス ･ イノベーション株式会社
横浜本社 1999年2月5日 2029年2月4日

山梨事業所 1998年8月25日 2028年8月24日

Sumitomo Electric Photo-Electronics Components (Suzhou), Ltd.（SPEC） 2008年8月27日 2026年8月11日

Sumiden Device Innovations Vietnam Co., Ltd.（SEDV） 2012年2月2日 2027年2月1日
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空気の流れ 空気の流れ
＊1：空気の流れに随伴する水滴の飛散を防ぎ、液滴を除去する装置

当社グループでは、地球温暖化防止に向けて温室効果ガス排出量削減に取り組んでいます。当社グループの事業活動に伴う直接
排出であるスコープ１、および、当社グループにおける電力使用に伴う間接排出であるスコープ２の合算で、2030年度の排出量目標
を37.8千ton-CO2/年に設定しました。この目標は、2020年度を基準年度として、50%の削減に相当します。

温室効果ガス・スコープ１+２の排出量実績と目標

2020年度実績 2030年度目標

75.6千t-CO2/年 37.8千t-CO2/年
（2020年度対比▲50％）

温室効果ガス排出量のスコープ別推移 温室効果ガス排出量の拠点別推移

2024年度のスコープ1,2の排出量は、44.3千tｰCO2（前年度対比2.0％削減）でした。スコープ1ではプロセスガスのSF6排出量
の減少により、前年度対比11.4％の削減となりました。スコープ2では国内の生産量増加や契約電力会社のCO2換算係数増加によ
る温室効果ガス排出量の増加影響もありましたが、空調設備の改善による高効率稼働や再生可能エネルギーの購入量拡大の
効果、及び生産工程においてウエハサイズを拡大した新たな生産ラインの稼働の本格化により前年度対比3.6％の増加に抑制しま
した。引き続き、生産性向上等によるエネルギー利用効率の改善を進めるとともに、再生可能エネルギー利用量を拡大し、温室
効果ガス排出量の削減を推進する計画です。

エネルギー使用量（原油換算） エネルギー原単位改善率

温室効果ガス・スコープ３の排出量実績と目標

スコープ3の5つのカテゴリーの排出量はいずれも前年度比減少となりました。排出量の多いカテゴリー１（購入した製品、サービ
ス）は、2024年度に事業が拡大しましたが前年度比減少させることができ、2030年度目標の2020年度対比15%削減に対しても
36%削減と前倒しで達成となりました。今後も、お取引先様と緊密にコミュニケーションをとりながら、事業の拡大と2030年度目標
達成の両立を目指して活動に取り組んでまいります。

地球温暖化防止への取り組み

製造工場では、クリーンルーム用に外調機で外気を取り込み空調し、さらに内調機で外気を浄化した上
でクリーンルームに清浄な空気を供給しています。今回、外調機と内調機の更新にあたり、空調品質を維
持しつつ空調システム全体の設計を見直し、エネルギー効率の改善に取り組みました。

クリーンルームに供給する空気は、外気を外調機及び内調機で空調しています。クリーンルームの用
途変更や、外調機や内調機の老朽化更新及び新規設置などにより、外調機や内調機が備えるフィルター
の構成が過剰となっている箇所のあることが分かりました。そのため、空調品質を確認しながら、過剰
となっているエリミネーター＊1とフィルターを取り外すことで圧力損失を低減し、ファンの消費電力を削
減する対策を行いました。これにより原油換算エネルギー使用量を年間 16kL（30 t-CO2相当）削減し
ました。

山梨事業所　外調機運用方法変更によるエネルギー効率改善

2024年度は、親会社である住友電気工業株式会社と同じ考えのもと、2021年度と2022年度の平均を基準として6.6%以上の
原単位改善を当社グループの目標としました。実績としては空調設備の改善による高効率稼働、新たな生産ラインの本格稼働及び
生産規模の回復によりエネルギー効率が向上した結果、目標を上回る16.5%の原単位改善を達成しました。2025年度も
エネルギー効率の優れた設備の導入や生産性の改善を実行して原単位改善を図って行きます。

スコープ3排出量

カテゴリー7：雇用者の通勤

カテゴリー6：出張

カテゴリー5：事業から出る廃棄物

カテゴリー3：燃料及びエネルギー関連活動

カテゴリー1：購入した製品・サービス

スコープ３、カテゴリー１
排出量

2020年度実績 2030年度目標

256.2千t-CO2/年 217.8千t-CO2/年
（2020年度対比▲15%）

エネルギー原単位改善活動の取り組み目標と実績
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光デバイス事業部では、データセンター用途およびテレコム用途の半導体
レーザの製造を行っています。特にデータセンター用途の製品に関しては、生
成AIの普及により急激に需要が増加しています。データセンターでは、大規
模な信号処理を行うために大きな電力を利用します。そのため、半導体
レーザには、一層の消費電力低減が求められています。

データセンター間をつなぐ通信には、コヒーレント通信方式が採用されて
おり、当事業部の小型波長可変光源が利用されています。この小型波長可変
光源は、光出力と消費電力の両面において、競合他社に対して優れた性能を
発揮しています。具体的には、競合製品に比べ2倍以上＊）の光出力を実現し、
より長距離の通信を可能にしています。また、高光出力特性を持ちながらも、
競合製品と比較して消費電力を約10%削減＊）することに成功しています。
このように、データセンター間通信では、当事業部製品の提供を通して環境
負荷低減に貢献しています。データセンター棟内の通信で使用される半導体
レーザにおいても電力変換効率の高さを特長とした製品開発を推進してい
ます。

一方、モノづくりの観点からは、これまで２インチサイズのウェハを用いて
製造を行ってきましたが、2022年より４インチサイズを用いた製造への移行を開始しました。ウェハサイズの拡大に
より、１回の処理で取得できるチップ数が増加し、環境負荷低減につながっています。また、製品設計の見直し、および、
工場内のクリーン度向上活動等を通じて歩留まりを改善し、取得チップ数の増加も推進しています。

以上のように、当事業部では新製品開発とモノづくりの２つの観点での活動を通じ、環境負荷低減に取り組んで
きており、今後もこれらの活動を継続、および、発展させ、カーボンニュートラルの実現に貢献してまいります。

＊）当社調べ
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排気・排水監視等結果（2024年度）

廃棄物排出量 廃棄物原単位改善率

当社グループでは、地球環境への負荷を低減するため、資源の有効利用や廃棄物の削減も重要課題と認識しています。
廃棄物の排出量を生産指数で規格化した原単位を指標として削減活動を推進しています。2024年度は2022年度を基準として

2%以上の原単位改善を当社グループの目標に設定し、活動しました。その結果、32.9%の改善を達成しました。
新しい世代の製造プロセスへの統合を積極的に進め、ガリウムひ素を材料とする旧世代のデバイス製造を縮小した結果、

同デバイスのウエハ洗浄工程で発生していた廃液に起因する廃酸と汚泥が大幅に削減されました。

当社グループでは環境汚染予防に向けた取り組みとして、工場からの排気や排水の監視、緊急事態に備えた訓練、及び従業員の
環境保全意識向上のための自覚教育を実施しています。2023年度の結果を下表に示します。

環境汚染予防の取り組み
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　半導体製造工場では製造装置、純水製造装置や空調機器において多くの水を使用します。今回、
純水を製造する際に発生する排水の再利用と、外気の化学成分除去と加湿を目的としたワッシャー水＊2

の削減に取り組みました。
＊２：噴霧状にして水と空気を直接接触させることで空気の温度や湿度を調整する水。
 冷却・滅湿、加熱・加湿のほか、空気中の不純物を洗い落とす効果もあります。

①純水製造装置で発生するブロー水はこれまで下水放流していました。今回、この排水を貯蔵し、空調
機器で再利用するプロセスを構築しました。

②外調機において、外気の化学成分除去と加湿のために過剰に水を使用していたことが分かったため、
この使用量について最適化を図るとともに維持管理を強化するために使用量の見える化も行いました。
　これらの２つの取り組みにより、15,500m3/年の水使用量の削減が出来ました。

山梨事業所での水使用量削減
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環境報告書
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2025

環境に配慮した製品の提供

基地局用パワーアンプデバイス
当社グループは、化合物半導体の特長を活かし、高速大容量通

信を低消費電力で実現できるデバイス製品を開発・提供すること
を通して、データセンターや通信インフラのエネルギー効率改善
に貢献しています。
例えば、当社のGaN製パワーアンプデバイスは、高速、低消費

電力の特長をご評価いただき、携帯電話インフラの基地局で
幅広く採用されています。
2024年度に当社が出荷した同デバイスの消費電力削減効果は、

従来のシリコン（Si）系デバイス対比で619GWh/年と推定され、
温室効果ガスに換算すると、262千t-CO2/年に相当します。
今後も、さらなる高効率化を目指した開発に挑み、エネルギー

効率に優れた通信インフラの構築に貢献して参ります。
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